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調査概要
（調査対象） ※悉皆調査

（調査基準日）
令和7年５月１日（一部調査については別途設定）

（調査項目）

●都道府県・市町村
・47都道府県、1,741市町村（特別区を含む、北方領土除く）
※調査に回答があった市町村数は1,681市町村（幼稚園・幼保連携型認定こども園のない自治体等を除く）

●全国の幼稚園・幼保連携型認定こども園（休園中などを除く）
・8,483幼稚園（公立：2,534園、私立：5,949園）
・7,320幼保連携型認定こども園（公立：1,014園、私立：6,306園）

※調査に回答があった園数は13,142園（幼稚園6,965園、幼保連携型認定こども園6,117園）
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●幼稚園・幼保連携型認定こども園調査
１．幼稚園における幼稚園教諭免許と保育士資格、小学校

教諭免許の併有状況
２．幼稚園教諭・保育教諭の人材確保に関する状況
３．研修の実施・参加状況等
４．小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有

（引継ぎ等）
５．特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援
６．満3歳児の受入
７．幼稚園における預かり保育実施状況
８．子育ての支援関連活動の実施状況
９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

１０．保有している絵本等の冊数、絵本や物語に触れる機会
を多様にするための工夫

１１．給食の実施状況
１２．学校評価の実施状況

●都道府県・市町村調査
１．市町村における幼稚園・保育所・幼保連携型認定こど

も園の設置状況
２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の

状況
３．幼児教育を担当する指導主事の配置状況
４．幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当

業務の範囲
５．架け橋期のコーディネーター等の配置状況、勤務経験
６．幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況
７．市町村における幼児教育と小学校教育との接続の状況

や取組
８.  架け橋期のカリキュラムの開発会議等の設置状況
９．幼稚園教諭等の人材確保に係る取組の実施状況

１０．給食の実施状況



都道府県・市町村調査



6

 「幼保連携型認定こども園」または「幼稚園及び保育所」が設置されている市町村は79.3％であった。
 幼稚園のみが設置されている市町村は1.6%であった。
 保育所のみが設置されている市町村は17.1%であった。

１．市町村における幼稚園・保育所・幼保連携型認定こども園の設置状況

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成26年度 平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度 令和7年度

「幼保連携型認定こども園」
または

「幼稚園及び保育所」

※令和3年度から調査

79.6% 78.9% 79.3％

(1,367) (1,373) (1380)

幼稚園のみ

3.0% 1.6% 2.4% 1.8% 1.5% 1.5% 1.8% 1.0% 1.6% 2.2% 1.8% 1.6%

(73) (30) (44) (33) (27) (26) (32) (18) (27) (38) (31) (27)

保育所のみ

22.6% 17.7% 18.0% 18.1% 17.9% 18.1% 19.0% 19.1% 16.7% 16.8% 17.0% 17.1%

(543) (327) (328) (328) (313) (316) (330) (332) (286) (289) (296) (297)

いずれもなし
（無回答含む）

1.7% 1.6% 1.5% 1.4% 1.7% 1.5% 1.3% 0.7% 1.0% 1.3% 2.4% 2.1%

(40) (29) (27) (25) (29) (27) (22) (13) (17) (23) (41) (37)

※1母数：1,741市町村
※2グラフ中の（ ）内は市町村数

79.3%
（1,380）

1.6%
（27）

17.1%
（297）

2.1%
（37）

「幼保連携型認定こども園」または「幼稚園及び保育所」

幼稚園のみ

保育所のみ

いずれもなし（無回答含む）



（１）幼稚園・幼保連携型認定こども園・保育所の教育・保育内容の主担当部署の状況（都道府県）

一元化の内訳

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

都 道 府 県

２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
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 地方公共団体内で設置されている公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園及び保育所に関する教育・
保育内容の主担当部署が首長部局又は教育委員会のいずれかのみ（一元化）としている都道府県は
40.4％であった。

   ※教育・保育内容の主担当部局：主に幼稚園教諭、保育士、保育教諭の研修の企画立案の担当を想定している。また、事務委任や補助執
行を行っている場合を含め、実質的に主に業務を担っている部局を含む。

首長部局

26.3%（5）

教育委員会
73.7%
（14）

首長部局 教育委員会 対象施設がない
（無回答含む）

①施設型給付を受ける私立幼稚園 31 14 2
②施設型給付を受けない私立幼稚園 30 12 5
③私立幼保連携型認定こども園 31 14 2
④公立幼稚園 5 40 2
⑤公立幼保連携型認定こども園 25 19 3
⑥保育所（保育所型認定こども園を含む） 32 13 2

いわゆる「一
元化」をして
いる40.4%

（19）

いわゆる「一
元化」をして
いない57.4%

（27）

無回答(一部無
回答を含

む)2.1%（1）

政令市：
「一元化」している：８市/20市（40.0%）

→うち、首長部局が8市（100.0%）
「一元化」していない：10市/20市（50.0%）
無回答：2市/20市（10.0%）

※ グラフ中の（ ）内は都道府県数



※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

一元化の内訳

（１）幼稚園・幼保連携型認定こども園・保育所の教育・保育内容の主担当部署の状況（市町村）

市 町 村

２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
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 地方公共団体内で設置されている公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園及び保育所に関する教育・
保育内容の主担当部署が首長部局又は教育委員会のいずれかのみ（一元化）としている市町村は
74.1%であった。

   ※教育・保育内容：主に幼稚園教諭、保育士、保育教諭の研修の企画立案の担当を想定している。また、事務委任や補助執行を行って
いる場合を含め、実質的に主に業務を担っている部局を含む。

首長部局 教育委員会 対象施設がない
（無回答含む）

①施設型給付を受ける私立幼稚園 529 112 1,040
②施設型給付を受けない私立幼稚園 336 104 1,241
③私立幼保連携型認定こども園 782 126 773
④公立幼稚園 141 426 1,114
⑤公立幼保連携型認定こども園 305 143 1,233
⑥保育所（保育所型認定こども園を含む） 1,211 257 213

いわゆる「一
元化」をして
いる74.1%

（1,246）

いわゆる「一元
化」をしていない

22.4%（376）

無回答(一部無回
答を含む)3.5%

（59）

首長部局

74.6%
（930）

教育委員会
25.4%
（316）

※ グラフ中の（ ）内は市町村数



（３）幼児教育センターの設置等の状況
 幼児教育センターを既に設置している都道府県は83.0％、市町村は14.9％であった。
 前回調査から市町村は154増加しており、大幅な増加となった。

幼児教育センターを設置している都道府県・市町村数の推移

※ 母数：47都道府県又は1,681市町村
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２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
※幼児教育センター：幼稚園教諭・保育士・保育教諭に対する研修の機会の提供や幼児教育に関する研究成果の普及・啓発、各園等からの教育相談等を行う地域の拠点をいう。

平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度 令和7年度
都道府県数 11 19 27 36 39
市町村数 29 79 90 97 251

・幼児教育センターの設置状況

都 道 府 県 市 町 村
首長部局6.0%

（101）
教育委員会

8.9%（150）

設置していな
い85.1%

（1,430）

首長部局

12.8%
（6）

教育委員会
70.2%（33）

設置して
いない
17.0%
（8）

政令市：
首長部局に設置：5市/20市（25.0%）
教育委員会に設置：4市/20市（20.0%）
設置していない：11/20市（55.0%）



（４）幼児教育センターにおける業務
 都道府県の幼児教育センターにおける業務として最も多いのは、各園への幼児教育アドバイザーや架

け橋期のコーディネーター等の人材の派遣、幼稚園教諭等に対する研修である。
 市町村の幼児教育センターにおける業務として最も多いのは、幼保小連携の支援である。

※1 母数：幼児教育センターを設置していると回答した39都道府県又は251市町村
※2 複数回答 10

２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
※幼児教育センター：幼稚園教諭・保育士・保育教諭に対する研修の機会の提供や幼児教育に関する研究成果の普及・啓発、各園等からの教育相談等を行う地域の拠点をいう。

・幼児教育センターにおける業務
都 道 府 県 市 町 村

97.4%（38）

97.4%（38）

94.9%（37）

89.7%（35）

74.4%（29）

69.2%（27）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

幼稚園・保育所・認定こども園等への幼児教育アドバイ
ザーや架け橋期のコーディネータ一等や専門性を有する

人材の派遣

幼稚園教諭・保育士・保育教諭に対する研修

幼保小連携の支援

教育内容や指導方法に関する教材や情報等の提供

域内の実態把握に関する調査や幼児期及び幼保小接続期
の教育の質の向上に関する調査研究の実施

幼児教育アドバイザーや架け橋期のコーディネーターの
育成研修

50.2%
（126）

84.5%
（212）

88.8%
（223）

59.0%
（148）

29.5%
（74）

21.9%
（55）

0% 20% 40% 60% 80% 100%



（５）幼稚園、保育所及び認定こども園の教育・保育内容に関する体制の整備状況
 都道府県における教育・保育内容に関する関係部署の連携の為の取組は「幼児教育センターを設置し、

関係部署の連携を図っている」が、最も多く都道府県全体の76.6％であった。
 市町村における教育・保育内容に関する関係部署の連携の為の取組は「定期的に教育・保育内容に関

する部署間での打ち合わせを実施している」が、最も多く市町村全体の45.2％が行っている。

※1 母数：47都道府県又は1681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数又は市町村数
※3 複数回答
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２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
※幼児教育センター：幼稚園教諭・保育士・保育教諭に対する研修の機会の提供や幼児教育に関する研究成果の普及・啓発、各園等からの教育相談等を行う地域の拠点をいう。

・教育・保育内容に関する関係部署の連携の為の取組状況について
ア：幼児教育センターを設置し、関係部署の連携を図っている

イ：関係部署が参画する教育・保育内容に関する会議体を設置している

ウ：関係部署間で併任発令をして連携体制を確保している

エ：定期的に教育・保育内容に関する部署間での打ち合わせを実施している

オ：その他

カ：関係部署の連携のための取組を特に行っていない

76.6%（36）

46.8%（22）

31.9%（15）

31.9%（15）

2.1%（1）

0.0%（0）

7.7%（130）

32.9%（552）

8.5%（142）

45.2%（759）

8.2%（138）

22.6%（380）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

都道府県 市町村

・会議体（上記イの「関係部署が参画する教育・保育内容に関する会議体」）の構成員
100.0%（22）

68.2%（15）

59.1%（13）

68.2%（15）

77.3%（17）

72.7%（16）

63.6%（14）

31.8%（7）

74.1%（409）

73.4%（405）

27.0%（149）

0.0%（0）

65.4%（361）

26.3%（145）

8.2%（45）

8.7%（48）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
都道府県 市町村

ア：幼児教育施設の各担当部局課及び義務教育担当課の職員

イ：幼児教育施設、小学校

ウ：架け橋期のコーディネータ一、幼児教育アドバイザ一等

エ：域内市町村の関係部局課

オ：園長・校長会

カ：幼保小の関係団体

キ：教員等の養成や研修に関わる大学や専門学校

ク：その他※1 母数：会議体を設置している22都道府県又は552市町村
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数又は市町村数
※3 複数回答



都 道 府 県
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３. 幼児教育を担当する指導主事の配置状況

 都道府県における指導主事の配置人数は、2人が最も多く31.9％、次いで1人（27.7％）、5人以上
（21.3％）となる。

 市町村では未配置が最も多く58.3％、次いで1人（32.0％）、2人（5.9％）となる。

※1 母数：47都道府県又は1681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数又は市町村数

市 町 村

幼児教育を担当する指導主事の配置状況等

未配置0.0%

（0）

1人27.7%

（13）

2人31.9%

（15）

3人14.9%

（7）

4人4.3%

（2）

5人以上
21.3%（10）

未配置58.3%

（980）

1人32.0%

（538）

2人5.9%

（99）

3人2.3%

（38）

4人0.7%

（12） 5人以上0.8%

（14）

政令市：
未配置：7市/20市（35.0%）、
1人：6市/20市（30.0%）、2人：0市/20市（0.0%）、
3人：3市/20市（15.0%）、 4人：2市/20市（10.0%）
5人：2市/20市（10.0%）



都 道 府 県

配置状況

※ 母数：47都道府県

幼児教育アドバイザー等を配置している都道府県の推移

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

配置人数

■１人配置 ■２人配置 ■ ３人配置

■４人配置 ■５人以上配置 ■ 未配置

13

４. 幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当業務の範囲
※幼児教育アドバイザー：幼児教育・保育に係る指導・助言を専ら担当する職員をいう。

（１）幼児教育アドバイザー等の配置状況（都道府県）

 幼児教育アドバイザー等を配置している都道府県は100.0％であった。

平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度 令和7年度

都道府県数 12 24 39 43 47

配置率[％] 26 51 83 91 100

配置100.0%

（47）

未配置0.0%

（0）

1人12.8%

（6）

2人2.1%（1）

3人2.1%（1）

4人6.4%（3）

5人以上76.6%

（36）

未配置0.0%

（0）

政令市：
配置：18市/20市（90.0%）
未配置：2市/20市（10.0%）



都 道 府 県

配置状況

内
訳 幼児教育アドバイザー等（指導主事等を除く）の

配置人数と都道府県数

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

配置人数

配置の内訳

■１人配置 ■２人配置  ■ ３人配置

■４人配置 ■５人以上配置 ■未配置（無回答含む）

※1 母数：幼児教育アドバイザー等の配置人数（383人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数 14

 幼児教育アドバイザー等（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーを兼務している者を除
く）を配置している都道府県は83.0％であった。

都道府県数

計 常勤のみ配
置

常勤と非常
勤・嘱託ど
ちらも配置

非常勤・嘱
託のみ配置

1人配置 4 1 3
2人配置 3 0 1 2
3人配置 5 1 1 3
4人配置 2 0 0 2

5人以上配置 25 0 4 21

参考資料：幼児教育アドバイザー等（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーを兼務している者を除
く）の配置状況

常勤2.9%

（11）

非常勤
26.1%
（100）

嘱託71.0%

（272）

配置83.0%

（39）

未配置
17.0%
（8）

1人8.5%

（4） 2人6.4%

（3）

3人10.6%

（5）

4人4.3%

（2）5人以上
53.2%
（25）

未配置
17.0%
（8）

政令市：
配置：17市/20市（85.0%）
未配置：3市/20市（15.0%）



 幼児教育アドバイザー等を配置している市町村は53.5%であった。

■１人配置 ■２人配置  ■ ３人配置

■４人配置 ■５人以上配置  ■未配置（無回答含む）

市 町 村

※ 母数：1,741市町村

幼児教育アドバイザー等を配置している市町村の推移

※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

配置状況 配置人数

15

４. 幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当業務の範囲

平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度 令和7年度
市町村数 200 300 708 827 899
配置率[％] 11 18 41 48 54 

※幼児教育アドバイザー：幼児教育・保育に係る指導・助言を専ら担当する職員をいう。

（１）幼児教育アドバイザー等の配置状況（市町村）

配置53.5%

（899）

未配置（無回答
含む）46.5%

（782）

1人配置25.3%

（425）

2人配置12.8%

（216）

3人配置5.0%

（84）4人配置3.7%

（62）
5人以上配置
6.7%（112）

未配置（無回答含む）
46.5%（782）



 幼児教育アドバイザー等（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーを兼務している者を除く）
を配置している市町村は30.5%であった。

■１人配置 ■２人配置 ■ ３人配置

■４人配置 ■５人以上配置  ■未配置（無回答含む）

市 町 村

幼児教育アドバイザー等（指導主事等を除く）
の配置人数と市町村数

※1 母数：幼児教育アドバイザー等の配置人数（1,436人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数

内
訳

※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

配置状況 配置人数

配置の内訳

16

常勤46.2%

（663）

非常勤28.3%

（406）

嘱託25.6%

（367）

市町村数

計 常勤のみ配置
常勤と非常
勤・嘱託どち
らも配置

非常勤・嘱託
のみ配置

1人配置 252 137 115
2人配置 103 44 18 41
3人配置 63 25 20 18
4人配置 27 9 11 7

5人以上配置 67 14 35 18

参考資料：幼児教育アドバイザー（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーを兼務している者を除
く）の配置状況

配置
30.5%
（512）

未配置（無回答
含む）69.5%

（1,169）

1人配置15.0%

（252）

2人配置6.1%（103）

3人配置3.7%（63）

4人配置1.6%（27）

5人以上配置4.0%

（67）

未配置（無回答含
む）69.5%（1,169）



 「教育・保育内容や指導方法、環境の改善についての助言・指導」を担当している幼児教育アドバイ
ザーが、都道府県、市町村ともに最も多かった。

（２）幼児教育アドバイザー等（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーを兼務してい
る者を除く）の担当業務の範囲

ア：教育・保育内容や指導方法、環境の改善についての助言・指導

イ：幼児教育・保育と小学校教育の接続に関する取組（研修の企画・実施を含む）

ウ：幼稚園、保育所及び認定こども園の連携に関する取組（研修の企画・実施を含む）

エ：イ・ウ以外で、幼児期の教育に関する研修の企画・実施

オ：特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者などへの支援（研修の企画・実施を除く）

カ：幼児教育施設における公衆衛生や危機管理、児童心理、栄養管理、特別支援教育等について
専門性を有する者との連携（研修の企画・実施を除く）

キ：域内の幼児期の教育に関する研究及び研究内容の普及・啓発（研修の企画・実施を除く）

ク：域内の幼児期の教育に関する各種計画の策定・立案等

ケ：保護者の子育ての支援全般に関する取組（研修の企画・実施を除く）

コ：養育に関する支援の提供が考えられる保護者を特に対象とした活動に関する取組
 （研修の企画・実施を除く）

サ：幼児期の教育に関する広報活動（研修の企画・実施を除く）

※1 母数：幼児教育アドバイザー等（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーを兼務している者を除く）を配置する都道府県・市町村数（都道府県：39都道府県、市町村：512市町村）
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数又は市町村数
※3 複数回答 17

４. 幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当業務の範囲

都 道 府 県 ・ 市 町 村

90.9%（40）

79.5%（35）

72.7%（32）

34.1%（15）

34.1%（15）

13.6%（6）

36.4%（16）

29.5%（13）

22.7%（10）

9.1%（4）

29.5%（13）

44.9%（475）

41.0%（433）

25.5%（270）

18.4%（194）

31.9%（337）

19.9%（210）

13.0%（137）

11.4%（120）

12.5%（132）

5.5%（58）

11.6%（123）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

都道府県 市町村



都 道 府 県

配置状況

※ 母数：47都道府県

架け橋期のコーディネーター等を
配置している都道府県

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

配置人数

18

５. 架け橋期のコーディネーター等の配置状況、勤務経験
※架け橋期のコーディネーター：幼児教育施設と小学校の両施設に対して、「架け橋期のカリキュラム」の作成・実施に向けた助言等を主に担当する職員をいう。

（１）架け橋期のコーディネーター等の配置状況（都道府県）

 架け橋期のコーディネーター等を配置している都道府県は100.0％であった。

令和5年度 令和7年度

都道府県数 39 47

配置率[％] 83.0 100.0

■１人配置 ■２人配置  ■ ３人配置

■４人配置 ■５人以上配置  ■未配置（無回答含む）

100.0%

0.0% 1人14.9%

（7）

2人6.4%（3）

3人10.6%

（5）

4人14.9%

（7）

5人以上53.2%

（25）

未配置0.0%

（0）

政令市：
配置：15市/20市（75.0%）
未配置：5市/20市（25.0%）



都 道 府 県

配置状況

内
訳

架け橋期のコーディネーター等（指導主事等を除く）の
配置人数と都道府県数

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

配置人数

配置の内訳

※1 母数：架け橋期のコーディネーター等
の配置人数（155人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数

19

 架け橋期のコーディネーター等（指導主事及び、指導主事と架け橋期のコーディネーターを兼務して
いる者を除く）を配置している都道府県は61.7％であった。

■１人配置 ■２人配置  ■ ３人配置

■４人配置 ■５人以上配置 ■未配置（無回答含む）

配置
61.7%
（29）

未配置38.3%

（18）

都道府県数

計 常勤のみ配置
常勤と非常
勤・嘱託どち
らも配置

非常勤・嘱託
のみ配置

1人配置 4 1 3
2人配置 6 1 1 4
3人配置 3 1 0 2
4人配置 3 0 0 3

5人以上配置 13 0 3 10

参考資料：架け橋期のコーディネーター等（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーを兼務している
者を除く）の配置状況

常勤6.5%

（10）

非常勤
32.3%
（50）嘱託61.3%

（95）

1人8.5%

（4） 2人12.8%

（6）
3人6.4%

（3）

4人6.4%

（3）
5人以上27.7%

（13）

未配置（無
回答含む）

38.3%
（18）

政令市：
配置：8市/20市（40.0%）
未配置：12市/20市（60.0%）



（１）架け橋期のコーディネーター等の配置状況（市町村）

 架け橋期のコーディネーター等を配置している市町村は49.5%であった。

■１人配置 ■２人配置  ■ ３人配置

■４人配置 ■５人以上配置  ■未配置（無回答含む）

市 町 村

※ 母数： 1,681市町村(令和7年度)
  1,741市町村(令和5年度)

架け橋期のコーディネーター等を
配置している市町村

※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

配置状況 配置人数

20

５. 架け橋期のコーディネーター等の配置状況、勤務経験
※架け橋期のコーディネーター：幼児教育施設と小学校の両施設に対して、「架け橋期のカリキュラム」の作成・実施に向けた助言等を主に担当する職員をいう。

令和5年度 令和7年度

市町村数 582 832

配置率[％] 33.0 49.5

1人配置
30.4%
（511）

2人配置
10.6%
（179）3人配置

3.8%
（64）

4人配置
2.4%
（40）

5人以上配
置2.3%

（38）

未配置（無回答
含む）50.5%

（849）

配置49.5%

（832）

未配置（無回答
含む）50.5%

（849）



 架け橋期のコーディネーター等（指導主事及び、指導主事と架け橋期のコーディネーターを兼務して
いる者を除く）を配置している市町村は17.7%であった

■１人配置 ■２人配置  ■ ３人配置

■４人配置 ■５人以上配置 ■未配置（無回答含む）

市 町 村

架け橋期のコーディネーター等（指導主事等を除く）の
配置人数と市町村数

※1 母数：架け橋期のコーディネー
ター等の配置人数（555人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数

内
訳

※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

配置状況 配置人数

配置の内訳

21

市町村数

計 常勤のみ配
置

常勤と非常
勤・嘱託ど
ちらも配置

非常勤・嘱
託のみ配置

1人配置 198 129 69
2人配置 52 26 10 16
3人配置 19 6 7 6
4人配置 11 5 4 2

5人以上配置 17 7 6 4

配置17.7%

（297）

未配置（無回答
含む）82.3%

（1,384）

常勤58.2%

（323）非常勤25.4%

（141）

嘱託
16.4%
（91）

参考資料：架け橋期のコーディネーター等（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーを兼務している
者を除く）の配置状況

1人11.8%

（198）

2人3.1%

（52） 3人1.1%

（19）

4人0.7%（11）

5人以上1.0%

（17）

未配置（無回答
含む）82.3%

（1,384）



 幼稚園、幼保連携型認定こども園、保育所での勤務経験がある幼児教育アドバイザーや架け橋期の
コーディネーター等（指導主事及び、指導主事と幼児教育アドバイザーまたは架け橋期のコーディ
ネーターを兼務している者を除く）は、都道府県で合計366人、市町村で合計1,318人であった。

※複数回答のため、一部重複している。

（２）幼児教育アドバイザーや架け橋期のコーディネーター等（指導主事及び、指導主事と幼児
教育アドバイザーまたは架け橋期のコーディネーターを兼務している者を除く）の勤務経験

都 道 府 県 ・ 市 町 村

※1 母数：幼児教育アドバイザー、架け橋期のコーディネーター等（指導主事、指導主事と幼児教育アドバイザーまたは架け橋期のコーディネーターを兼務している者、幼児教育アド
バイザーと架け橋期のコーディネーターを兼務している者を除く）の配置人数（都道府県：433人、市町村：1,770人）

※2 グラフ中の（ ）内は配置人数
※3 複数回答

ア：幼稚園での勤務経験あり

イ：幼保連携型認定こども園での勤務経験あり

ウ：保育所での勤務経験あり

エ：ア～ウいずれの勤務経験もなく、かつ、幼児に直接接する職
業経験（乳児院、幼児教室等）あり

オ：小学校での勤務経験あり

カ：学識経験者

キ：ア～カいずれの経験もない

22

46.4%（201）

11.5%（50）

26.6%（115）

1.6%（7）

15.9%（69）

23.1%（100）

2.3%（10）

26.8%（474）

11.7%（207）

36.0%（637）

3.9%（69）

20.1%（355）

10.3%（182）

4.7%（84）

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

都道府県 市町村

５．架け橋期のコーディネーター等の配置状況、勤務経験



（１）幼保小の合同研修の実施状況（都道府県）

都 道 府 県

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

23

６．幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況

 都道府県単位で幼保小の合同研修を実施している都道府県は91.5%であった。

・対象

※ 母数：実施していると回答があった43都道府県

実施している
91.5%（43）

実施していない
（無回答含む）

8.5%（4）

政令市：
実施している：19市/20市（95.0%）
実施していない：1市/20市（5.0%）

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

97.6%

97.6%

92.9%

90.2%

90.2%

78.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.4%

2.4%

7.1%

9.8%

9.8%

22.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア 公立幼稚園

イ 私立幼稚園

ウ 公立幼保連携型認定こども園

エ 私立幼保連携型認定こども園

オ 公立保育所

カ 私立保育所

キ 小学校教諭

ク 域内自治体の幼児教育・保育担当者

ケ 域内自治体の小学校教育担当者

コ その他（小規模保育施設、事業所内保育施設等）

対象としている 対象としていない



98.3%

90.8%

96.3%

94.7%

97.0%

94.3%

98.4%

78.9%

78.8%

42.6%

1.7%

9.2%

3.7%

5.3%

3.0%

5.7%

1.6%

21.1%

21.2%

57.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア 公立幼稚園の教諭等

イ 私立幼稚園の教諭等

ウ 公立幼保連携型認定こども園の教諭等

エ 私立幼保連携型認定こども園の教諭等

オ 公立保育所の保育士等

カ 私立保育所の保育士等

キ 小学校教諭

ク 域内自治体の幼児教育・保育者担当者

ケ 域内自治体の小学校教育担当者

コ その他（小規模保育施設、事業所内保育施設等の職員）

対象としている 対象としていない

（１）幼保小の合同研修の実施状況（市町村）

市 町 村

※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

24

６. 幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況

 市町村単位で幼保小の合同研修を実施している市町村は38.7%であった。

・対象

※ 母数：実施していると回答があった651市町村

実施している
38.7%（651）

実施していない
（無回答含む）
61.3%（1,030）



（２）その他の研修の実施状況

都 道 府 県

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数
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６. 幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況

 都道府県単位で、「初任者研修、中堅教諭等資質向上研修及び幼保小の合同研修」以外の研修を実施
している都道府県は97.9%であった。

 実施している全ての都道府県が「教育内容・指導」に関する研修を行っているほか、「特別な支援を
要する子どもへの対応」についても73.9％の都道府県で実施されている。

・研修内容

※1 母数：実施していると回答があった46都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数
※3 複数回答

実施している
97.9%（46）

実施していない（無
回答含む）2.1%

（1）

政令市：
実施している：19市/20市（95.0%）
実施していない：1市/20市（5.0%）

100.0%（46）

73.9%（34）

41.3%（19）

39.1%（18）

30.4%（14）

28.3%（13）

21.7%（10）

19.6%（9）

34.8%（16）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育内容・指導

特別な支援を要する子どもへの対応

校務改善

虐待の防止

ICTを活用した指導

外国にルーツのある子どもへの対応

性暴力の防止

学校評価

その他(具体的に記入)



（２）その他の研修の実施状況

※1 母数： 1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村県数
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６. 幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況

 市町村単位で「初任者研修、中堅教諭等資質向上研修及び幼保小の合同研修」以外の研修を実施して
いる市町村は38.7%であった。

 研修内容としては、「教育内容・指導」についてが最も多く74.7％、次いで「特別な支援を要する子
どもへの対応」が68.4％となる。

・研修内容

※1 母数：実施していると回答があった651市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数
※3 複数回答

市 町 村

実施している38.7%

（651）

実施していない（無回答
含む）61.3%（1,030）

74.7%（486）

68.4%（445）

6.5%（42）

27.3%（178）

9.2%（60）

6.1%（40）

9.1%（59）

4.6%（30）

17.5%（114）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育内容・指導

特別な支援を要する子どもへの対応

校務改善

虐待の防止

ICTを活用した指導

外国にルーツのある子どもへの対応

性暴力の防止

学校評価

その他(具体的に記入)



■ステップ０：
連携の予定・計画がまだ無い。

■ステップ１：
連携・接続に着手したいが、まだ検討中である。

■ステップ２：
年数回の授業、行事、研究会などの交流があるが、
接続を見通した教育課程の編成・実施は行われて
いない。

■ステップ３：
授業、行事、研究会などの交流が充実し、接続を
見通した教育課程の編成・実施が行われている。

■ステップ４：
接続を見通して編成・実施された教育課程について、
実施結果を踏まえ、更によりよいものとなるよう検討
が行われている。

 幼保小連携・接続が実施されている（ステップ３・４）割合は34.7%であり、前回（26.2%）に比べ
て8.5ポイント増加した。

※1 母数：回答があった1,529市町村（幼稚園・保育所・幼保
連携型認定こども園いずれも未設置の市町村を除く）
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数
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７. 市町村における幼児教育と小学校教育との接続の状況や取組

（１）幼保小連携・接続の実施状況

ステップ０
8.4%

（128）

ステップ１
9.0%（137）

ステップ２
47.9%
（733）

ステップ３
26.3%
（402）

ステップ４
8.4%（129）

令和5年度 令和7年度
ステップ0 12.9% 8.4%
ステップ1 11.9% 9.0%
ステップ2 48.9% 47.9%
ステップ3 19.0% 26.3%
ステップ4 7.2% 8.4%

ステップ0
 12.9%
（202）ステップ1

11.9%
（186）

ステップ2
48.9%
（766）

ステップ3
19.0%
（298）

ステップ4
 7.2%
（113）

・令和５年度 ・令和７年度

※1 母数：回答があった1,565市町村（幼稚園・保育所・
幼保連携型認定こども園いずれも未設置の市町村を除く）
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数



 幼児教育と小学校教育との接続に関する取組を実施している市町村は84.5％であった。
 取組内容は、「幼保小の関係者で構成される合同会議の開催」が73.7％で一番多く、次に「自治体内

の関係部局との情報共有等の連携」が72.5％であった。
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７. 市町村における幼児教育と小学校教育との接続の状況や取組

（２）幼児教育と小学校教育との接続の状況や取組

※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

・取組内容（複数回答可）

※1 母数：実施していると回答があった1,421市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数
※3 複数回答

実施している
84.5%

（1,421）

実施していない
（無回答含む）

15.5%（260）

政令市：
実施している：20市/20市（100.0%）
実施していない：0市/20市（0.0%）

8.2%（116） 

14.7%（209） 

41.2%（586） 

44.1%（626） 

72.5%（1,030） 

73.7%（1,047） 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

幼児教育と小学校教育の接続に関する研修教材の開発

幼児教育と小学校教育の接続に関する周知広報資料の作
成

域内の幼保小における幼児教育と小学校教育の接続の取
組に関する実態把握

「架け橋期のカリキュラム」の作成

自治体内の関係部局との情報共有等の連携

幼保小の関係者で構成される合同会議の開催



 65.9％の都道府県と36.4％の市町村では架け橋期のカリキュラム開発会議等が設置され、検証や改善
が行われており、うち 51.0％の都道府県と17.7％の市町村では、既にカリキュラムの実施や支援が行
われている。
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８. 架け橋期のカリキュラムの開発会議等の設置状況

※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

都 道 府 県 市 町 村

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

ア：設置していない(無回答含む）

イ：準備(立ち上げ中/会議体はあるが、検討に至っていない)

ウ：検討・開発(会議体があり、架け橋期のカリキュラムの方針を検討・決定している)

エ：実施・検証(架け橋期のカリキュラムの幼保小での実施状況の把握、検証をしている/架け橋期のカリキュラムの実施の支援をしている)

オ：改善・発展(会議の定期開催を通じ、架け橋期のカリキュラムや幼保小への支援策に関する改善・発展を常に検討している)

ア.17.0%（8）

イ.17.0%（8）

ウ .14.9%

（7）

エ.34.0%

（16）

オ.17.0%（8）

ア.52.3%（879）

イ.11.4%

（191）

ウ.18.7%（315）

エ.12.6%

（211）

オ.5.1%（85）



 幼稚園教諭等（保育士を含む）の人材確保に係る取組を実施している都道府県は85.1％であった。
 幼稚園教諭の人材確保に係る取組内容は、「小中高の児童生徒への幼稚園教諭の魅力の発信」と「養

成校や幼稚園団体等の関係団体による協議会の開催」がともに25.5％で最大であった。
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９.  幼稚園教諭等の人材確保に係る取組の実施状況

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数
※3 複数回答

都 道 府 県

政令市：
・幼稚園教諭の人材確保に係る取組を

実施している：13市/20市
（65.0%）
・保育士の人材確保に係る取組のみ実

施している：5市/20市（25.0%）
・特段、幼稚園教諭、保育士の人材確

保に係る取組は実施していない：
2市/20市（10.0%）

25.5%（12）

25.5%（12）

19.1%（9）

17.0%（8）

12.8%（6）

2.1%（1）

25.5%（12）

14.9%（7）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

ア  小中高の児童生徒への幼稚園教諭の魅力の発信

イ 養成校や幼稚園団体等の関係団体による協議会の開催

ウ 自治体独自の保育士・保育所支援センターを設置し、保育士だけで
なく、幼稚園教諭も対象として運用している

エ イ以外の養成校との連携(例:復職希望者向け就職支援セミナ一等の
開催等)

オ イ以外の幼稚園団体との連携(例:復職希望者向けの研修の実施、合
同就職説明会の開催等)

カ 自治体独自の幼稚園教諭等を対象とした人材バンク(※)の設置(保育
士・保育所支援センターにて幼稚園教諭等を対象にした人材バンク機能

を有している場合は除く)

キ 保育士の人材確保に係る取組のみ実施している

ク 特段、幼稚園教諭、保育士の人材確保に係る取組は実施していない



 幼稚園教諭等（保育士を含む）の人材確保に係る取組を実施している市町村は59.3％であった。
 幼稚園教諭の人材確保に係る取組内容は、「小中高の児童生徒への幼稚園教諭の魅力の発信」が

11.0％で一番多く、次に「養成校や幼稚園団体等の関係団体による協議会の開催」が8.7％であった。
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９.  幼稚園教諭等の人材確保に係る取組の実施状況

※1 母数：1,681市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数
※3 複数回答

市 町 村

11.0%（185）

8.7%（146）

2.3%（38）

6.1%（102）

1.5%（25）

3.9%（66）

28.1%（473）

40.7%（685）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ア 小中高の児童生徒への幼稚園教諭の魅力の発信

イ 養成校や幼稚園団体等の関係団体による協議会の開催

ウ 自治体独自の保育士・保育所支援センターを設置し、保育士だけでなく、幼稚園教諭も
対象として運用している

エ イ以外の養成校との連携(例:復職希望者向け就職支援セミナ一等の開催等)

オ イ以外の幼稚園団体との連携(例:復職希望者向けの研修の実施、合同就職説明会の開催
等)

カ 自治体独自の幼稚園教諭等を対象とした人材バンク(※)の設置(保育士・保育所支援セン
ターにて幼稚園教諭等を対象にした人材バンク機能を有している場合は除く)

キ 保育士の人材確保に係る取組のみ実施している

ク 特段、幼稚園教諭、保育士の人材確保に係る取組は実施していない



 公立幼稚園のある市町村のうち72.1％が給食を実施している。
 公立幼稚園において給食を実施している市町村のうち、28.5％の市町村が給食費の無償化を行ってい

る。
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１０．給食の実施状況

※1 母数：「公立幼稚園が無い」と回答した市町村と
無回答の市町村等を除いた533市町村

※2 グラフ中の（ ）内は市町村数
※3 公立幼稚園のみ対象

市 町 村

・給食の実施有無 ・給食費の徴収の有無 ・給食を利用していない家庭に対する支援

※1 母数：給食を実施していると回答した432市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数
※3 公立幼稚園のみ対象

※1 母数：給食費を徴収していないと回答した123市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数
※3 公立幼稚園のみ対象

実施している
72.1%（409） 

一部の園で
実施してい
る4.1%

（23） 

実施していな
い17.8%

（101） 

何らかの補助
を行っている
10.6%（13） 

特段の対応をしていない
71.5%（88） 

その他
17.1%
（21） 

無回答0.8%

（1） 

徴収している
71.5%（309） 

徴収していない
（給食費の無償化を
実施している）28.5%

（123） 



幼稚園・幼保連携型認定こども園調査
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１．幼稚園における幼稚園教諭免許と保育士資格、小学校教諭免許の併有状況

 幼稚園の園長のうち、保育士資格を併有している者の割合は全体で56.0％であり、小学校教諭免許を
併有している者の割合は全体で27.6％であった。

 幼稚園の副園長・教頭のうち、保育士資格を併有している者の割合は全体で71.8％であり、小学校教
諭免許を併有している者の割合は全体で18.6％であった。

 幼稚園の教諭等のうち、保育士資格を併有している者の割合は全体で84.5％であり、小学校教諭免許
を併有している者の割合は全体で11.3％であった。

計 公立 私立

人数 ①に占める割合 人数 ①に占める割合 人数 ①に占める割合

園⾧

①普通免許状または臨時免許状保持者 5,224 1,703 3,521 

②保育士資格併有者 2,927 56.0% 1,207 70.9% 1,720 48.8%

③小学校教諭免許併有者 1,440 27.6% 710 41.7% 730 20.7%

副園⾧・教頭

①普通免許状または臨時免許状保持者 3,958 849 3,109 

②保育士資格併有者 2,841 71.8% 732 86.2% 2,109 67.8%

③小学校教諭免許併有者 738 18.6% 270 31.8% 468 15.1%

教諭等

①普通免許状または臨時免許状保持者 73,531 10,373 63,158 

②保育士資格併有者 62,156 84.5% 9,237 89.0% 52,919 83.8%

③小学校教諭免許併有者 8,290 11.3% 2,656 25.6% 5,634 8.9%

合計

①普通免許状または臨時免許状保持者 82,713 12,925 69,788 

②保育士資格併有者 67,924 82.1% 11,176 86.5% 56,748 81.3%

③小学校教諭免許併有者 10,468 12.7% 3,636 28.1% 6,832 9.8%



37.9%（5,373）

25.7%（3,645）3.2%（451）

1.4%（200）

9.7%（1,369）

11.1%（1,568）

11.1%
（1,569）

ア 他の幼稚園・幼保連携型認定こども園

イ ア以外の保育施設（保育所や小規模保育事業所など）

ウ ア、イ以外で幼児に直接関わる仕事（幼児教室等）

エ 小学校又は義務教育学校

オ 幼児に直接関わらない職種（エを除く）

カ 家庭における子育て・介護等

キ それ以外又は不明

２. 幼稚園教諭・保育教諭の人材確保に関する状況

（２）幼稚園教諭・保育教諭の直前の職種等
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※1 母数：中途採用の職員数（14,175人）
※2 グラフ中の（ ）内は職員数
※3 令和6年度の実績

 中途採用者の直前の職種等としては他の幼稚園・幼保連携型認定こども園が37.9%で最も多かった。

（１）教諭等の採用者、離職者の状況（令和6年度の実績）
 採用者数に対する離職者数の割合は、公立幼稚園・幼保連携型認定こども園よりも、私立幼稚園・幼

保連携型認定こども園の方が高かった。

※1 採用者数：新卒・中途採用者の合計
※2 離職者数：新卒・中途採用者の別はない
離職者の合計
※3 令和7年度調査は令和6年度の実績

2,362人 742人

16,089人
11,111人

2,135人 794人

9,875人

6,378人

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

30,000人

採用者数 離職者数 採用者数 離職者数

正規雇用 非正規雇用

公立 私立

計4,497人 計1,536人

計25,964人

計17,489人

採用者数：離職者数
＝1：0.34

採用者数：離職者数
＝1：0.67



３. 研修の実施・参加状況等

（１）実施・参加状況

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

※1 母数：
   ・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）

・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答 36

77.9%（1,603）

78.7%（1,619）

84.6%（1,742）

70.9%（1,459）

4.1%（84）

63.7%（3,124）

58.5%（2,869）

80.5%（3,952）

46.6%（2,288）

3.5%（172）

67.9%（4,727）

64.4%（4,488）

81.8%（5,694）

53.8%（3,747）

3.7%（256）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 園が自主的に研修を実施した

イ 都道府県又は政令指定都市が行う法定研修
（初任者研修又は中堅教諭等資質向上研修）に

職員が参加した

ウ 幼稚園・認定こども園団体が主催する研修に
参加した

エ ア～エ以外の研修（他園の保育の見学等も含
む）に職員が参加した

オ 研修に参加した職員はいなかった

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

73.5%（740）

87.7%（883）

81.6%（822）

70.1%（706）

2.9%（29）

70.5%（3,647）

71.4%（3,689）

80.5%（4,161）

54.0%（2,793）

3.5%（181）

71.0%（4,387）

74.0%（4,572）

80.7%（4,983）

56.6%（3,499）

3.4%（210）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園 私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



（２）教育活動期間中の実施頻度

（３）長期休業期間中の実施頻度
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３. 研修の実施・参加状況等

■ 週に2回以上

■ 週に1回程度

■ 月に1～2回程度

■ 年に1～2回程度

■ 無回答

 幼稚園では年に1～2回程度が最も多く、幼保連携型認定こども園では月に１～２回程度が最も多かった。

 幼稚園・幼保連携型認定こども園ともに年に１～２回程度が最も多かった。

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

※1 母数：３.（１）において「ア：園が自主的に研修を実施した」を選択した園
   ・4,727幼稚園（公立：1,603園、私立：3,124園）

・4,387幼保連携型認定こども園（公立：740園、私立：3,647園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数

■ 週に2回以上

■ 週に1回程度

■ 月に1～2回程度

■ 年に1～2回程度

■ 無回答

※1 母数：３.（１）において「ア：園が自主的に研修を実施した」を選択した園
   ・4,727幼稚園（公立：1,603園、私立：3,124園）

・4,387幼保連携型認定こども園（公立：740園、私立：3,647園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数

1.3%
（61）

5.9%
（279）

44.3%（2,096）47.1%
（2,225）

1.4%
（66）

0.6%
（25）

3.2%
（140）

50.2%
（2,203）

45.1%
（1,979）

0.9%
（40）

1.2%
（57）

6.3%
（298）

37.8%
（1,787）

47.6%
（2,249）

7.1%
（336）

0.5%
（22）

2.3%
（99）

31.0%
（1,362）

40.3%
（1,769）

25.9%
（1,135）



３. 研修の実施・参加状況等

（４）園長又は理事長の外部研修への参加

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

※1 母数：
   ・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）

・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答 38

79.5%

63.9%

49.7%

32.6%

14.1%

4.5%

63.0%

54.6%

26.2%

16.8%

12.3%

16.2%

67.9%

57.4%

33.2%

21.4%

12.8%

12.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

幼児教育を取り巻く状況等について（幼児教育
の意義や役割、国の関連施策や社会動向など）

経営管理、マネジメント

特別支援教育等の特定の教育課題

幼稚園教育要領等

その他

外部で実施される研修には参加していない

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

79.4%

65.2%

37.7%

19.7%

21.4%

3.5%

75.1%

67.3%

21.8%

12.5%

15.2%

7.4%

75.8%

66.9%

24.4%

13.6%

16.2%

6.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
公立幼保連携型認定こども園
私立幼保連携型認定こども園
幼保連携型認定こども園全体



（１）小学校との接続の状況
 幼稚園・幼保連携型認定こども園全体について、小学校との接続が実施されている（ステップ３・

４）割合は34.5%であり、前回（28.2%）に比べて6.3ポイント増加した。
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４. 小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有（引継ぎ等）

幼稚園・幼保連携型認定こども園全体

■ステップ０：
連携の予定・計画がまだ無い。（無回答含む）

■ステップ１：
連携・接続に着手したいが、まだ検討中である。

■ステップ２：
年数回の授業、行事、研究会などの交流があるが、
接続を見通した教育課程の編成・実施は行われて
いない。

■ステップ３：
授業、行事、研究会などの交流が充実し、接続を
見通した教育課程の編成・実施が行われている。

■ステップ４：
接続を見通して編成・実施された教育課程につい
て、実施結果を踏まえ、更によりよいものとなる
よう検討が行われている。

※1 母数：
   ・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）

・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数

ステップ０
6.3%（833）

ステップ１
10.8%

（1,424）

ステップ２
48.4%

（6,355）

ステップ３
25.9%

（3,405）

ステップ４
8.6%

（1,125）

ステップ０
11.4%

（1,676）

ステップ１
14.2%

（2,091）

ステップ２
46.1%

（6,767）

ステップ３
20.9%

（3,069）

ステップ４
7.3%（1,077）

・令和５年度 ・令和７年度

※1 母数：
   ・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）

・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数



（２）連携の取組内容（幼稚園）

幼 稚 園

40

４. 小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有（引継ぎ等）

※1 母数：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

93.4%（1,923）

82.8%（1,705）

70.8%（1,458）

69.2%（1,424）

52.8%（1,086）

42.9%（883）

24.6%（506）

20.2%（415）

15.1%（311）

4.5%（93）

0.4%（9）

66.9%（3,283）

34.7%（1,705）

35.4%（1,738）

29.5%（1,447）

34.1%（1,674）

26.6%（1,305）

12.8%（626）

12.9%（632）

9.8%（479）

5.5%（268）

9.7%（476）

74.7%（5,206）

49.0%（3,410）

45.9%（3,196）

41.2%（2,871）

39.6%（2,760）

31.4%（2,188）

16.3%（1,132）

15.0%（1,047）

11.3%（790）

5.2%（361）

7.0%（485）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

園児と小学校の児童との交流活動

幼稚園教諭・保育教諭による小学校の授業参観

幼稚園教諭・保育教諭と小学校の教職員との合同研修会や研究会の開催

小学校の教職員による園の保育参観

小学校との連携・接続の担当に関する業務分掌を明確にすること

小学校教育との接続を意識した教育課程の編成や指導計画の作成

小学校と協同して、接続を意識したカリキュラムを編成・実施

小学校での生活を見通した5歳児の活動に関して小学校教員が助言・協力

スタートカリキュラムの作成等に関して幼稚園教諭が助言・協力

その他

小学校との連携の取組を実施していない

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体
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４. 小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有（引継ぎ等）

幼保連携型認定こども園

（２）連携の取組内容（幼保連携型認定こども園）

※1 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

89.1%（897）

80.9%（815）

72.2%（727）

62.4%（628）

38.6%（389）

37.8%（381）

25.9%（261）

20.8%（209）

14.5%（146）

5.7%（57）

0.8%（8）

74.8%（3,865）

64.9%（3,356）

44.2%（2,285）

44.4%（2,296）

53.6%（2,773）

41.0%（2,121）

23.3%（1,204）

20.4%（1,056）

15.0%（774）

5.0%（260）

4.2%（217）

77.1%（4,762）

67.5%（4,171）

48.8%（3,012）

47.3%（2,924）

51.2%（3,162）

40.5%（2,502）

23.7%（1,465）

20.5%（1,265）

14.9%（920）

5.1%（317）

3.6%（225）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

園児と小学校の児童との交流活動

幼稚園教諭・保育教諭による小学校の授業参観

幼稚園教諭・保育教諭と小学校の教職員との合同研修会や研究会の開催

小学校の教職員による園の保育参観

小学校との連携・接続の担当に関する業務分掌を明確にすること

小学校教育との接続を意識した教育課程の編成や指導計画の作成

小学校と協同して、接続を意識したカリキュラムを編成・実施

小学校での生活を見通した5歳児の活動に関して小学校教員が助言・協力

スタートカリキュラムの作成等に関して幼稚園教諭が助言・協力

その他

小学校との連携の取組を実施していない

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



障害のある幼児等の数

（１）障害のある幼児等とその保護者との連携にあたって実施している支援（幼稚園）

幼 稚 園

42

５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援

ア：幼稚園の教員免許を有する者の配置（財政支援を含む)

イ：特別支援教育支援員など、障害のある幼児等への支援について
専門性を有する者の配置（財政支援を含む）

ウ：巡回相談等、障害への気付きや障害のある幼児等への関わり方
（個別の指導計画を含む）に関する助言や研修

エ：家庭、地域及び医療や福祉、保健等の関係機関との連携（個別の
教育支援計画の作成を含む）への助言や研修

オ：保護者との関わり方に関する助言や研修

カ：小学校に対して、園での幼児の様子、具体的な支援方法や内容等の引継ぎ

キ：ア～カ以外の取組

ク：特に取組を行っていない

ケ：過去に障害のある幼児等が在園したことがない

※1 母数：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

※ 「障害のある幼児等」は園の認識において判断した数を指しており、必ずしも診断や手帳を有しているものではない。

62.4%（1,284）

25.6%（526）

88.4%（1,820）

85.7%（1,764）

67.7%（1,394）

90.6%（1,864）

0.8%（16）

1.2%（25）

1.0%（20）

70.2%（3,444）

12.3%（603）

67.9%（3,332）

58.0%（2,845）

50.2%（2,463）

73.4%（3,602）

1.4%（68）

4.7%（232）

3.1%（150）

67.9%（4,728）

16.2%（1,129）

74.0%（5,152）

66.2%（4,609）

55.4%（3,857）

78.5%（5,466）

1.2%（84）

3.7%（257）

2.4%（170）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

障害のある幼児数（A） 当該幼児が在園してい
る園数（B)

全園のうち、当該幼児が
１人でも在園している園

の割合

当該幼児が在籍する園に
おける１園あたりの人数

（A/B)
公立幼稚園 12,598人 1,596園 77.6% 7.9人/園
私立幼稚園 29,256人 3,616園 73.7% 8.1人/園
幼稚園全体 41,854人 5,212園 74.8% 8.0人/園

※幼稚園全体（障害のある幼児が在園していない幼稚園を含む）を母数とする場合は、公立6.1人／園、私立6.0人／園、全体6.0人／園



（１）障害のある幼児等とその保護者との連携にあたって実施している支援（幼保連携型認定こども園）

障害のある幼児等の数

43

５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援

幼保連携型認定こども園
※ 「障害のある幼児等」は園の認識において判断した数を指しており、必ずしも診断や手帳を有しているものではない。

65.1%（656）

14.0%（141）

92.9%（936）

88.4%（890）

70.2%（707）

91.7%（923）

1.3%（13）

0.6%（6）

0.6%（6）

69.0%（3,566）

12.2%（630）

78.9%（4,077）

73.4%（3,793）

63.2%（3,265）

80.7%（4,170）

1.8%（92）

2.1%（111）

1.5%（79）

68.4%（4,222）

12.5%（771）

81.2%（5,013）

75.8%（4,683）

64.3%（3,972）

82.5%（5,093）

1.7%（105）

1.9%（117）

1.4%（85）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

ア：幼稚園の教員免許を有する者の配置（財政支援を含む)

イ：特別支援教育支援員など、障害のある幼児等への支援について
専門性を有する者の配置（財政支援を含む）

ウ：巡回相談等、障害への気付きや障害のある幼児等への関わり方
（個別の指導計画を含む）に関する助言や研修

エ：家庭、地域及び医療や福祉、保健等の関係機関との連携（個別の
教育支援計画の作成を含む）への助言や研修

オ：保護者との関わり方に関する助言や研修

カ：小学校に対して、園での幼児の様子、具体的な支援方法や内容等の引継ぎ

キ：ア～カ以外の取組

ク：特に取組を行っていない

ケ：過去に障害のある幼児等が在園したことがない

※1 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

障害のある幼児数（A） 当該幼児が在園している
園数（B)

全園のうち、当該幼児が
１人でも在園している園

の割合

当該幼児が在籍する園に
おける１園あたりの人数

（A/B)
公立幼保連携型認定こども園 8,494人 849園 84.3% 10.0人/園
私立幼保連携型認定こども園 28,649人 4,078園 78.9% 7.0人/園
幼保連携型認定こども園全体 37,143人 4,927園 79.8% 7.5人/園

※幼保連携型認定こども園全体（障害のある幼児が在園していない幼稚園を含む）を母数とする場合は、公立8.4人／園、私立5.5人／園、全体6.0人／園



（２）外国人幼児等への指導に当たって、実施している支援（幼稚園）

外国人幼児等の数
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５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援

幼 稚 園

外国人幼児数（A） 当該幼児が在園している
園数（B)

全園のうち、当該幼児が
１人でも在園している園

の割合

当該幼児が在籍する園に
おける１園あたりの人数

（A/B)
公立幼稚園 2,029人 603園 29.3% 3.4人/園
私立幼稚園 6,129人 1,354園 27.6% 4.5人/園
幼稚園全体 8,158人 1,957園 28.1% 4.2人/園

ア：保育中に支援を行う教員又は教員を補助する者の配置
（財政支援を含む）

イ：外国人幼児等との円滑な意思伝達のための通訳

ウ：外国人幼児等も楽しめる遊びの工夫（絵本や歌等）への助言

エ：幼児の母国の文化、習慣、遊び等に関する研修

オ：小学校に対して、園での幼児の様子、具体的な支援方法や内容等の引継ぎ

カ：ア～オ以外の取組み

キ：特に取組は行っていない

ク：過去に外国人幼児等が在園したことがない

14.5%（299）

17.2%（353）

37.3%（768）

10.2%（209）

48.4%（996）

2.6%（53）

14.4%（297）

28.1%（578）

14.6%（718）

10.9%（535）

26.2%（1,284）

4.7%（231）

37.7%（1,849）

2.5%（121）

30.2%（1,480）

18.6%（911）

14.6%（1,017）

12.7%（888）

29.5%（2,052）

6.3%（440）

40.8%（2,845）

2.5%（174）

25.5%（1,777）

21.4%（1,489）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

※1 母数：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

※幼稚園全体（外国人幼児が在園していない幼稚園を含む）を母数とする場合は、公立1.0人／園、私立1.2人／園、全体1.2人／園



（２）外国人幼児等への指導に当たって、実施している支援（幼保連携型認定こども園）

外国人幼児等の数
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５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援

幼保連携型認定こども園

ア：保育中に支援を行う教員又は教員を補助する者の配置
（財政支援を含む）

イ：外国人幼児等との円滑な意思伝達のための通訳

ウ：外国人幼児等も楽しめる遊びの工夫（絵本や歌等）への助言

エ：幼児の母国の文化、習慣、遊び等に関する研修

オ：小学校に対して、園での幼児の様子、具体的な支援方法や内容等の引継ぎ

カ：ア～オ以外の取組み

キ：特に取組は行っていない

ク：過去に外国人幼児等が在園したことがない

外国人幼児数（A） 当該幼児が在園している
園数（B)

全園のうち、当該幼児が
１人でも在園している園

の割合

当該幼児が在籍する園に
おける１園あたりの人数

（A/B)
公立幼保連携型認定こども園 1,261人 309園 30.7% 4.1人/園
私立幼保連携型認定こども園 4,395人 1,101園 21.3% 4.0人/園
幼保連携型認定こども園全体 5,656人 1,410園 22.8% 4.0人/園

9.4%（95）

13.6%（137）

33.9%（341）

6.5%（65）

46.0%（463）

3.3%（33）

15.1%（152）

28.6%（288）

10.4%（537）

9.3%（480）

24.4%（1,261）

5.6%（290）

32.6%（1,686）

2.3%（117）

24.4%（1,261）

31.7%（1,641）

10.2%（632）

10.0%（617）

25.9%（1,602）

5.7%（355）

34.8%（2,149）

2.4%（150）

22.9%（1,413）

31.2%（1,929）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

公立幼保連携型認定こども園
私立幼保連携型認定こども園
幼保連携型認定こども園全体

※1 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

※幼保連携型認定こども園全体（外国人幼児が在園していない幼稚園を含む）を母数とする場合は、公立1.3人／園、私立0.9人／園、全体0.9人／園



（３）外国人幼児等の保護者との連携に当たって、実施している支援

幼 稚 園
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５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援

幼保連携型認定こども園

※1 母数：
   ・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）

・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

25.4%（256）

21.2%（213）

15.9%（160）

17.0%（171）

2.0%（20）

6.0%（60）

19.9%（200）

26.5%（267）

15.5%（802）

13.0%（671）

14.7%（758）

10.3%（530）

2.7%（139）

4.0%（205）

29.5%（1,524）

29.3%（1,515）

17.1%（1,058）

14.3%（884）

14.9%（918）

11.3%（701）

2.6%（159）

4.3%（265）

27.9%（1,724）

28.8%（1,782）

0% 10% 20% 30% 40%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

25.3%（521）

25.1%（517）

20.4%（419）

14.5%（298）

4.1%（84）

5.0%（103）

18.9%（389）

25.4%（522）

20.2%（992）

14.4%（706）

15.0%（736）

8.2%（400）

2.0%（99）

5.0%（245）

37.9%（1,860）

16.9%（828）

21.7%（1,513）

17.6%（1,223）

16.6%（1,155）

10.0%（698）

2.6%（183）

5.0%（348）

32.3%（2,249）

19.4%（1,350）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

ア 保護者会等の園行事や園だより等における翻訳

イ 保護者会等の園行事や園だより等における通訳

ウ 保護者に日本の幼稚園の生活や教育に関して分か
りやすく説明できる資料等

エ 保護者から日本での生活等に関して相談を受けた
場合の連携窓口

オ 母国の文化、習慣、宗教等に関する研修

カ ア～オ以外

キ 特に取り組みは行っていない

ク 過去に外国人幼児等が在園したことがない。

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体
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６. 満3歳児の受入

幼保連携型認定こども園幼 稚 園

59.5%
（2,463）

33.4%
（1,381）

7.1%
（296）

独立して満3歳児の学級を設
置して受け入れている

3歳児学級、異年齢学級等の
中で受け入れている

その他

20.9%
（900）

47.4%
（2,043）

31.7%
（1,366）

独立して満3歳児の学級を
設置して受け入れている

3歳児学級、異年齢学級等
の中で受け入れている

その他

・満3歳児の受入の有無

 満3歳児を受け入れている幼稚園は59.3%、幼保連携型認定こども園は70.4%であった。
 満3歳児を在園児として受け入れている幼稚園のうち、独立して満3歳児の学級を設置している割合は

59.5%であった。

57.8%
（4,012）

1.5%
（101）

40.8%
（2,834）

在園児として受け入れている

非在園児として預かり保育に
おいて受け入れている。
満3歳児を受け入れていない

68.4%
（4,210）

2.0%
（123）

29.6%
（1,824）

在園児として受け入れている

非在園児として預かり保育に
おいて受け入れている。
満3歳児を受け入れていない

・満3歳児の受入の体制

※1 母数：
・無回答の園を除いた6,947幼稚園（公立：2,052園、私立：4,895園）
・無回答の園を除いた6,157幼保連携型認定こども園（公立：1,050園、私立：5,107園）

※1 母数：
・満３歳児を受け入れていると回答した園のうち無回答の園を除いた4,140幼稚園

（公立：220園、私立：3,920園）
・満３歳児を受け入れていると回答した園のうち無回答の園を除いた4,309幼保連携型認定こども園

（公立：2,189園、私立：2,120園）
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６. 満3歳児の受入

幼保連携型認定こども園幼 稚 園

※1 母数：
・満３歳児を在園児として受け入れていない2,935幼稚園（公立：1,912園、私立：1,023園）
・満３歳児を在園児として受け入れていない1,947幼保連携型認定こども園（公立：555園、私立：1,392園） 

※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

・満3歳児を在園児として
受け入れない理由

 満３歳児を受け入れない理由について、幼稚園全体では、「その他」を除くと「幼稚園教諭等の人材確
保が困難な為、満3歳児を受け入れる教員数が不足している」という回答が最も多く、38.4%であった。

 幼保連携型認定こども園全体では、「満3歳児を受け入れるための施設（部屋等）が不足している」と
いう回答が最も多く、49.7%であった。

22.2%

19.9%

9.2%

11.1%

3.6%

65.0%

68.6%

51.1%

33.9%

20.6%

14.4%

27.2%

38.4%

30.8%

17.8%

14.4%

7.3%

51.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

幼稚園教諭等の人材確保が困難な為、満3歳児を受け入
れる教員数が不足している

満3歳児を受け入れるための施設(部屋等)が不足してい
る

満3歳児の入園数の把握が難しく、受け入れ態勢の確保
が困難である

満3歳児の受け入れの準備に必要な財政的余力がない

新たに満3歳児を受け入れるにあたって必要な手続きが
煩雑であり、手続きを行う時間的余力がない

その他

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

27.2%

33.9%

18.6%

5.0%

4.1%

62.9%

45.7%

56.0%

31.3%

6.6%

9.8%

41.9%

40.4%

49.7%

27.6%

6.2%

8.2%

47.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

公立幼保連携型認定こども園 私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



※ 母数：【平成22年度以前】学校基本調査の幼稚園数（幼稚園型認定こども園を含む。以下同じ）
 【平成24・26・28年度、令和元年度、令和３年度、令和５年度】調査回答幼稚園数
 【令和7年度】6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）（無回答含む）

※幼稚園における預かり保育：幼稚園において、地域の実態や保護者の要請により，教育課程に係る教育時間の終了後等に希望する者（在園児）を対象に行う教育活動をいう。

 預かり保育を定期的又は一時的に実施している幼稚園は、全体の92.5%であった。
 預かり保育を平日において週５日実施している幼稚園は、定期的に実施している幼稚園全体の88.9％で

あった。
 預かり保育を平日17時まで、又はその後も実施している幼稚園は、定期的に実施している幼稚園全体の

84.5%であった。

・預かり保育を実施している幼稚園

・平日の預かり保育実施日数

・平日の預かり保育終了時間

７．幼稚園における預かり保育実施状況
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※ 母数：預かり保育を定期的に実施している6,230幼稚園（公立：1,550園、私立：4,680園）

31.9%

8.2%

14.1%

19.2%

9.0%

11.5%

44.8%

73.5%

66.4%

2.6%

8.0%

6.6%

1.4%

1.3%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

17時より前

17時

17時より後～19時より前

19時以降

無回答

2.1%

1.2%

1.4%

0.9%

0.9%

0.9%

2.5%

0.9%

1.3%

2.3%

1.6%

1.8%

84.9%

90.2%

88.9%

6.8%

3.7%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

週１日

週２日

週３日

週４日

週５日

無回答

5.5%

44.6% 46.5% 47.0% 52.5%
59.7% 60.9% 66.0% 70.5%

76.4% 77.4% 80.3%

46.0%

87.6% 88.1% 88.8% 89.6% 94.2% 95.0% 96.5% 96.9% 96.9% 97.1% 97.7%

29.2%

70.6% 71.7% 72.5% 75.4%
81.4% 82.5% 85.2% 87.8% 90.1% 90.9% 92.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成9年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成26年度 平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度 令和7年度

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

※ 母数：預かり保育を定期的に実施している6,230幼稚園（公立：1,550園、私立：4,680園）



７．幼稚園における預かり保育実施状況

 平日において、定期的に預かり保育を実施している幼稚園の受入れ幼児数は、１園１日当たり24.1人
であった。

 土曜日において預かり保育を定期的に実施している幼稚園は、全体の19.1%であった。
 長期休業日中も平日と同程度に定期的に預かり保育を実施している幼稚園は、全体の75.7%であった。

 1日当たりの預かり保育料（8時から18時まで）は、500円～1,000円未満としている幼稚園が最も多
く、全体の28.0%であった。

※１ 母数：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
※２ 令和7年６月の平日の受入れ延べ人数および延べ人数の回答があった園数（6,183園（公立：1,571園、私立：4,612園）から算出。（令和7年６月の平日は22日として算出）
※３ 土曜日に預かり保育を定期的に実施していると回答があった幼稚園の割合
※４ 春・夏・冬季休業日のすべての休業日で平日と同程度に実施していると回答があった幼稚園の割合。無回答は実施していないとみなした。

・1日当たりの保育料（8時から18時まで） ・ 1日当たりの保育料（10時間未満の場合）
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13.9%

1.5%

4.7%

8.0%

3.6%

4.7%

20.8%

16.4%

17.6%

14.4%

32.7%

28.0%

2.5%

26.1%

20.0%

40.3%

19.6%

24.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

0円 1円～300円未満 300円～500円未満
500円～1,000円未満 1,000円～ 無回答

6.5%

2.2%

4.0%

24.5%

8.3%

15.0%

38.0%

23.9%

29.7%

18.3%

42.0%

32.2%

3.0%

12.7%

8.7%

9.8%

10.8%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

0円 1円～300円未満 300円～500円未満
500円～1,000円未満 1,000円～ 無回答

※1日当たりの預かり保育料（8時から18時まで）：学期中の標準的な平日において、8時から18時まで教育
課程に基づく教育及び預かり保育の提供を受けた場合の1日（1回）あたりの預かり保育料

※ 母数：預かり保育を実施していると回答した6,447幼稚園（公立：1,652園、私立：4,795園）

※1日当たりの預かり保育料（10時間未満の場合）：学期中の標準的な平日において、8時から18時より短い
時間しか、教育課程に基づく教育及び預かり保育の提供を行っていない場合、最も利用される形態1回の預
かり保育料

※ 母数： 8時から18時までの預かり保育料を回答しなかった1,608幼稚園（公立：666園、私立：942園）

平日の受け入れ幼児数 土曜日における
預かり保育実施状況

長期休業日における
預かり保育実施状況

公立幼稚園 11.4人/園・日 8.4% 62.3%
私立幼稚園 28.4人/園・日 23.6% 81.4%
幼稚園全体 24.1人/園・日 19.1% 75.7%



７．幼稚園における預かり保育実施状況

 教育課程に係る活動を担当し、かつ、預かり保育を担当する職員は、全体の68.0％であった。

・担当職員数 ・担当職員配置園数

※ 無回答は0人とみなした。
※ 母数：29,204人（公立：4,881人、私立：24,323人）
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・担当職員の免許の保有等の状況

82.9%

88.4%

87.5%

6.4%

5.3%

5.5%

10.6%

6.3%

7.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園合計

ア
イ
ウ

ア：幼稚園教諭免許又は保育士資格を保持

イ：上記の免許・資格を持っておらず、以下のいずれかに該当
・小学校教諭又は養護教諭の免許を保持
・子育て支援員
・家庭的保育者研修の基礎研修を修了

ウ：上記のどれにも該当しない

※ 母数：無回答等を除いた5,764幼稚園（公立：1,378園、私立：4,386園）

※ 母数：30,925人（公立：5,270園、私立：25,655園）

52.7%

71.1%

68.0%

47.3%

28.9%

32.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園合計

教育課程の活動を担当する職員 教育課程の活動を担当しない職員

36.6%

38.9%

38.4%

40.1%

17.7%

23.1%

23.2%

43.3%

38.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園合計

教育課程の活動を担
当する職員のみ

教育課程の活動を担
当しない職員のみ

両者を配置



※１ 母数：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
※２ 入園前に一時的に行う、いわゆる「ならし保育」を除く。
※３ 親子登園などの保護者とともに過ごすものは除く。
※４ 時間の長短は問わない。 

８．子育ての支援関連活動の実施状況

 満３歳未満の非在園児の定期的又は一時的な預かりを実施している幼稚園は、全体の32.8%であった。
 満３歳未満の非在園児の預かりは、２歳児のみの受入れが一番多く、全体の68.6％であった。

（１）幼稚園における満３歳未満児の定期的・臨時的な預かり
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 満３歳未満の非在園児の預かりを実施する日数は、週５日が一番多く、全体の53.1%であった。

※１ 母数：満３歳未満の非在園児の預かり保育を定期的に実施している2,028幼稚園（公立：67園、私立：1,961園）

3.3%

40.0%

29.1%

0.5%

5.1%

3.7%

96.2%

54.9%

67.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

定期的に実施

保護者からの要望に応じて
実施
実施していない
（無回答含む）

0.0%

0.1%

0.1%

0.0%

0.5%

0.5%

44.9%

69.5%

68.6%

0.0%

0.3%

0.3%

23.1%

8.3%

8.8%

16.7%

18.9%

18.8%

15.4%

2.5%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

０歳児のみ

１歳児のみ

２歳児のみ

０～１歳児

０～２歳児

１～２歳児

その他
（無回答含む）

14.9%

8.6%

8.8%

10.4%

10.4%

10.4%

0.0%

9.6%

9.3%

4.5%

7.1%

7.1%

28.4%

53.9%

53.1%

41.8%

9.7%

10.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

週１日

週２日

週３日

週４日

週５日

上記以外
（無回答含む）



（２）ならし保育、親子登園などによる満３歳未満児の子育ての支援（（１）を除く）
※p52（１）で回答した満３歳未満児を預かる保育活動（ならし保育や満３歳の在籍園児への教育・保育、親子登園等を除いた、満３歳未満児を預かる保育活動）を除く

（３）非在園児（年齢を問わない）の臨時の預かり
※p52（１）で回答した満３歳未満児を預かる保育活動（ならし保育や満３歳の在籍園児への教育・保育、親子登園等を除いた、満３歳未満児を預かる保育活動）を除く

■ 週１回以上 ■ 月１～２回 ■ 年数回 ■ 実施していない（無回答含む）

８．子育ての支援関連活動の実施状況

幼 稚 園

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園
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■ 週１回以上 ■ 月１～２回 ■ 年数回 ■ 実施していない（無回答含む）

※ 母数 ：
・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）

※ 母数 ：
・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）

4.0%

15.4%

12.1%

11.7%

21.2%

18.4%

12.7%

15.1%

14.4%

71.6%

48.2%

55.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

5.8%

10.4%

9.6%

4.7%

11.9%

10.7%

13.9%

21.1%

20.0%

75.7%

56.6%

59.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

0.5%

3.5%

2.6%

0.4%

1.5%

1.2%

1.3%

5.4%

4.2%

97.8%

89.5%

92.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

8.6%

11.2%

10.8%

2.5%

6.6%

5.9%

11.0%

15.6%

14.9%

77.9%

66.5%

68.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



幼 稚 園

（５）園庭開放など、対象を保護者に限定しない地域交流による子育ての支援

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園

※ 母数 ：
・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）

８．子育ての支援関連活動の実施状況

（４）対象を保護者全般とした交流、子育て相談、情報提供等の子育ての支援

54■ 週１回以上 ■ 月１～２回 ■ 年数回 ■ 実施していない（無回答含む）

■ 週１回以上 ■ 月１～２回 ■ 年数回 ■ 実施していない（無回答含む）

※ 母数 ：
・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）

16.2%

14.6%

15.1%

20.8%

26.1%

24.6%

33.5%

28.0%

29.6%

29.4%

31.3%

30.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

22.2%

29.2%

28.1%

18.4%

25.3%

24.2%

35.5%

28.6%

29.7%

23.9%

16.8%

18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

25.1%

21.3%

22.4%

25.9%

34.9%

32.2%

14.1%

18.1%

16.9%

34.9%

25.7%

28.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

30.9%

35.9%

35.1%

26.3%

29.2%

28.8%

15.5%

13.7%

14.0%

27.3%

21.1%

22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体
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９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（１）現在のＩＣＴの配備状況
教員用のタブレット又はＰＣの配備状況は、「１人１台程度」が公立幼稚園では62.2％、私立幼稚園で

は35.3％、 公立幼保連携型認定こども園では27.8％ 、私立幼保連携型認定こども園では18.9％で
あった。

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園
・教員用

※ 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）

62.2%

28.1%

2.7%

4.7%

2.3%

35.3%

50.6%

4.7%

7.7%

1.7%

43.3%

44.0%

4.1%

6.8%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80%

ア １人１台程度

イ 複数台を共有

ウ １台を共有

エ 園長又は特定の教員のみが利用で
きるタブレット又はＰＣのみを配備

オ ゼロ（無回答含む）

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

27.8%

64.6%

0.8%

4.8%

2.0%

18.9%

76.0%

1.3%

2.9%

0.9%

20.3%

74.1%

1.2%

3.2%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

※ 母数 ：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
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９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（１）現在のＩＣＴの配備状況
幼児用のタブレット又はＰＣの配備状況は、 「複数台を共有」が幼稚園全体で10.8％、幼保連携型認

定こども園全体で14.0％あったが、８割以上の園が「ゼロ」（配備されていない）であった。

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

・幼児用

0.7%

8.6%

7.2%

83.4%

0.9%

11.7%

2.9%

84.5%

0.8%

10.8%

4.2%

84.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア １人１台程度

イ 複数台を共有

ウ １台を共有

エ ゼロ（無回答含む）

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

0.7%

7.2%

1.9%

90.2%

1.0%

15.3%

3.1%

80.7%

1.0%

14.0%

2.9%

82.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

※ 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）※ 母数 ：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
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９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（２）校務支援システムの利用状況
校務支援システムの利用状況は、利用している幼稚園が全体の61.1%、利用している幼保連携型認定こ

ども園が全体の83.0%であった。

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

・園における校務支援システムの利用

52.0%

48.0%

64.8%

35.2%

61.1%

38.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア 利用している

イ 利用していない（無回答含む）

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

76.6%

23.4%

84.3%

15.7%

83.0%

17.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

公立幼保連携型認定こども園
私立幼保連携型認定こども園
幼保連携型認定こども園全体

※ 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）※ 母数 ：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）



58

９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（２）校務支援システムの利用状況

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園・利用していない理由

※1 母数：校務支援システムを利用していないと回答した園
のうち、無回答の園を除いた2,690幼稚園（公
立：980園、私立：1,710園）

※2 複数回答

※1 母数：校務支援システムを利用していないと回答した園のうち、
無回答の園を除いた1,019幼保連携型認定こども園（公立：
229園、私立：790園）

※2 複数回答

校務支援システムを利用していない理由については、幼稚園と幼保連携型認定こども園ともに「ランニ
ングコストがかかる」 という回答が最も多かった。

35.7%

23.4%

0.9%

52.8%

54.7%

57.5%

10.7%

16.8%

47.8%

45.1%

7.1%

29.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ア ランニングコストがかかる

イ ノウハウのある担当職員又は外部人材の確保
が難しい

ウ 保護者や教職員等の同意を得るのが難しい

エ その他

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

32.3%

17.5%

4.8%

50.7%

50.5%

48.5%

9.7%

25.3%

46.4%

41.5%

8.6%

31.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

公立幼保連携型認定こども園
私立幼保連携型認定こども園
幼保連携型認定こども園全体
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９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（３）ＩＣＴの使用状況
多くの園において、「保護者との連絡・情報提供」、「外部との打合せ・研修」、「園の運営等に関す

る内部業務」、「園児の登園及び降園の管理」にICTを使用している状況であった。

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

84.8%

85.0%

77.3%

47.1%

8.3%

24.2%

6.3%

86.7%

74.8%

75.2%

60.1%

21.2%

13.9%

10.6%

86.1%

77.8%

75.8%

56.3%

17.4%

17.0%

9.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

保護者との連絡・情報提供（園の活動の様子の配信、
教材等の配信・配布、子育て相談を含む等）

外部との打合せ・研修

園の運営等に関する内部業務（指導要録の記入や指導
計画の作成など）

園児の登園及び降園の管理

キャッシュレス決済

教育活動で幼児が使用

その他

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

89.4%

78.4%

73.2%

76.4%

13.2%

15.9%

7.4%

90.9%

79.3%

81.7%

86.0%

26.2%

17.2%

11.1%

90.7%

79.2%

80.3%

84.5%

24.0%

16.9%

10.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

公立幼保連携型認定こども園 私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体
※ 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）※ 母数 ：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
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９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（４）ＩＣＴの利用のための課題
多くの園において、 「通信環境などインフラの改善」、 「個人情報、サイバーセキュリティ、破損・

盗難対策など安全面の対応」 、 「ノウハウのある担当職員又は外部人材の確保」 、「タブレット又は
ＰＣの配備」を課題と考えている。

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

86.8%

68.0%

69.0%

61.4%

13.2%

8.7%

69.9%

82.7%

73.2%

59.1%

60.0%

17.1%

15.0%

75.1%

83.9%

71.7%

62.1%

60.4%

15.9%

13.2%

73.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

通信環境など
インフラの改善

個人情報、サイバーセキュリティ、
破損・盗難対策など安全面の対応

ノウハウのある担当職員
又は外部人材の確保

タブレット
又はＰＣの配備

保護者の同意を得るための
十分なコミュニケーション

教職員の同意を得るための
十分なコミュニケーション

その他

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

86.3%

70.8%

62.4%

65.8%

18.1%

14.5%

72.5%

81.1%

72.7%

52.9%

63.9%

16.4%

15.7%

75.7%

82.0%

72.4%

54.5%

64.2%

16.7%

15.5%

75.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

公立幼保連携型認定こども園 私立幼保連携型認定こども園
幼保連携型認定こども園全体

※ 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※ 複数回答

※ 母数 ：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
※ 複数回答
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※1 母数：6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園） 
※2 グラフ中の（）内は園数

※1 母数：6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）
※2 グラフ中の（）内は園数

（１）保有している絵本等の冊数

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

 保有している絵本等の冊数としては、幼稚園、幼保連携型認定こども園ともに500~1,000冊が最も多
かった。

１０．保有している絵本等の冊数、絵本や物語に触れる機会を多様にするための工夫

0.0%（1）

1.1%（23）

12.1%（248）

13.8%（283）

21.4%（440）

17.8%（366）

14.5%（299）

18.7%（384）

0.7%（14）

0.7%（32）

3.5%（171）

17.1%（839）

15.4%（757）

21.6%（1,059）

13.5%（661）

7.5%（369）

20.4%（999）

0.4%（20）

0.5%（33）

2.8%（194）

15.6%（1,087）

14.9%（1,040）

21.5%（1,499）

14.7%（1,027）

9.6%（668）

19.9%（1,383）

0.5%（34）

0% 5% 10% 15% 20% 25%

50冊未満

50-100冊未
満

100-300冊
未満

300-500冊
未満

500-1000冊
未満

1000-1500
冊未満

1500-2000
冊未満

2000冊以
上

無回答

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

0.0%（0）

1.4%（14）

10.2%（103）

18.4%（185）

27.0%（272）

16.9%（170）

10.3%（104）

15.4%（155）

0.4%（4）

0.5%（28）

3.9%（201）

19.2%（993）

18.2%（940）

22.8%（1,178）

13.1%（678）

6.8%（353）

14.9%（771）

0.5%（28）

0.5%（28）

3.5%（215）

17.7%（1,096）

18.2%（1,125）

23.5%（1,450）

13.7%（848）

7.4%（457）

15.0%（926）

0.5%（32）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

50冊未満

50-100冊未
満

100-300冊
未満

300-500冊
未満

500-1000冊
未満

1000-1500
冊未満

1500-2000
冊未満

2000冊以上

無回答

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体
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（２）絵本や物語に触れる機会を多様にするための工夫

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

 絵本や物語に触れる機会を多様にするための工夫としては、幼稚園、幼保連携型認定こども園ともに
「興味のある活動に関する絵本の準備」、「絵本や物語を題材にした劇や遊び」が多かった。

※1 母数：
・6,965幼稚園（公立：2,058園、私立：4,907園）
・6,177幼保連携型認定こども園（公立：1,007園、私立：5,170園）

※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

97.9%（2,015）

89.7%（1,846）

66.1%（1,360）

69.0%（1,419）

42.3%（870）

38.2%（787）

25.7%（528）

95.0%（4,664）

79.5%（3,899）

38.6%（1,895）

18.6%（914）

23.6%（1,160）

9.6%（470）

10.6%（521）

95.9%（6,679）

82.5%（5,745）

46.7%（3,255）

33.5%（2,333）

29.1%（2,030）

18.0%（1,257）

15.1%（1,049）

0% 50% 100%

興味のある活動に関する絵本を準備している

絵本や物語を題材にした劇や遊びをしている

教師が絵本を借りて幼児に読み聞かせをするなど、園
の近隣地域にある図書館等を活用している

民間団体や地域ボランティアによるおはなし会や読み
聞かせ会をしている

読み聞かせの楽しさや読書の重要性について、保護者
の理解が促進される機会を設けている（講演会等）

地域の図書館や小学校の学校図書館を園児と訪問して
いる

絵本等の読み聞かせ等を通して小中学生と交流してい
る

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

98.3%（990）

88.5%（891）

73.7%（742）

59.4%（598）

32.9%（331）

31.8%（320）

20.4%（205）

96.6%（4,993）

82.4%（4,259）

46.9%（2,427）

28.6%（1,477）

23.3%（1,205）

17.7%（914）

14.4%（742）

96.9%（5,983）

83.4%（5,150）

51.3%（3,169）

33.6%（2,075）

24.9%（1,536）

20.0%（1,234）

15.3%（947）

0% 50% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体
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１１．給食の実施状況

給食を実施している公立幼稚園は全体の66.6%であった。
実施している給食の頻度は「週５日」が最も多く、77.5%であった。

※ 母数：2,024幼稚園（公立幼稚園のみ対象)

・給食の実施の有無

・実施している給食の頻度

・実施している給食

※ 母数：1,249幼稚園（公立幼稚園のみ対象)

※ 母数：1,324幼稚園（公立幼稚園のみ対象)

63.4%

3.2%

31.8%

1.7%

実施している

希望者のみ実施してい
る
実施していない

無回答
88.4%

6.4%

1.8% 3.4% 0.0%

完全給食
補食給食
ミルク給食
その他
無回答

77.5%

9.5%

4.2%

3.9% 2.5% 1.8% 0.7%

週5日
週4日
週3日
週2日
週1日
その他
無回答



幼 稚 園 幼保連携型認定こども園
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１２．学校評価の実施状況

令和６年度に自己評価を実施した幼稚園は全体の84.8%、実施した幼保連携型認定こども園は全体の
87.8%であった。

※幼稚園については、学校教育法施行規則第六十六条から第六十八条において、自己評価が義務、学校関係者評価が努力義務とされている。幼保連
携型認定こども園については、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第二十三条から第二十五条にお
いて、自己評価が義務、学校関係者評価及び第三者評価が努力義務とされている。

※それぞれの評価の定義は、「幼稚園における学校評価ガイドライン」に基づく。

97.6%

79.5%

84.8%

2.4%

20.5%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

95.9%

86.2%

87.8%

4.1%

13.8%

12.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

87.4%

54.8%

64.4%

12.6%

45.2%

35.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

73.9%

40.5%

46.0%

26.1%

59.5%

54.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

38.1%

17.4%

23.5%

61.9%

82.6%

76.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

実施した 実施していない

32.8%

12.1%

15.5%

67.2%

87.9%

84.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

実施した 実施していない

・自己評価に関して

・学校関係者評価に関して

・第三者評価（※）に関して （※）学校とその設置者が実施者となり、学校運営に関する外部の専門家を中心とした評価者により、自己評価や学校関係者評価の実施状況も踏
まえつつ、教育活動その他の学校運営の状況について、専門的視点から評価を行うもの。（『幼稚園における学校評価ガイドライン』より）
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